
（仮称）持続可能なコミュニティバス「はるかぜ」路線の維持事業

１ 社会情勢の変化と関連法の改正

バス利用者減少に伴う

経営状況の悪化

運転士不足の深刻化

令和５年４月に公布された「地域公共交通の活

性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法

律」の施行に向けて、「地域公共交通の活性化及

び再生の促進に関する基本方針」が変更され、令

和５年１０月より施行

民間事業者による運送サービス

の提供継続が困難な地域が増加

「地域の関係者が連携と協働を行い、一体となって

運送サービスの持続可能な提供を確保することが不

可欠」と新たに基本方針に位置づけ

２ はるかぜ運行事業者へのヒアリング結果

利用者の少ない路線を減便もしくは廃止し、利用者の多い路線に限られた

人的資源を回さないと会社を維持していくことは困難

特に日立自動車交通株式会社と株式会社新日本観

光自動車は切迫した状況下であることが判明

人材を確保していくため、人件費増額分や職場環境の改善費等を含めた

運行経費を区が負担し、利用者の多い路線を維持していく必要がある

これまで以上に区とバス事業者が連携・協働して路線を維持していくことが必要

３ 足立区とバス事業者との協働事業のスキーム

（１）事業の目的

（３）区とバス事業者の役割

（４）運行経費の区負担の考え方

（５）事業期間や継続の判断等について

これまでの自主運行の場合

（区の負担は無し）

R６年度からのスキーム

事業実施１路線における経費の事例

（経費と収入の差額を区が負担）

※ 運行経費を区が負担した場合、東京バス協会からのシルバーパス補填分が無くなる

※ 車両更新費、人件費増分や事業継続維持費等についても区が費用を負担する

コミュニティバス「はるかぜ」の路線について区とバス事業者が連携・協働

を行い、区民の移動手段を維持していくとともに、利用実態に合った最適かつ

効率的な運行を推進していくこと目的とする。

足立区の役割 バス事業者の役割

（２）対象事業者

日立自動車交通株式会社（３路線）、株式会社新日本観光自動車（４路線）

ア 時刻表やダイヤ改正等の周知

イ バス停利用環境整備

ウ 関係機関との調整や法定会議の開催

エ 運賃や定期額等の検討

オ 利用実態調査の実施や分析

カ 運行経費等の負担

ア 運行計画の立案、運行管理

イ バス停標柱の設置や管理

ウ 関係機関への法手続き

エ 定期券や回数券等の販売

オ 事業継続維持費※を活用し、運転士や事

務員等の離職防止や雇用促進策の実施

赤字表記がこれまでより追加となる役割

※ 事業継続維持費とは、乗合バス事業の継続を目的として、バス運転士や社員などの離職

防止や雇用促進策をこれまで以上に図るために、採用活動の拡大、福利厚生の充実、職場

環境の改善等を行う費用

今後、バス運転士数や利用者数の推移を見定めるため、令和６年度～令和８年度の概ね３年

間を事業期間とし、バス運転士の確保状況、利用者数や収支率等の実績を確認していく。その

後の各路線の事業継続の可否を、経費負担の妥当性やブンブン号の実績、他自治体の事例を踏

まえながら判断していくものとする。

また、利用実態調査の結果をもとにした最適かつ効率的な運行ダイヤへの見直し等は、事業

期間内に適宜実施していくものとする。

（例１：日曜・祝日や夜間の利用者が極端に少ない区間や路線→減便や運休）

（例２：利便性向上のため、ダイヤ間隔（バラつき）の調整）
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